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８ 新地方公会計モデルによる財政指標 ―――――――――――――――――――

新地方公会計モデルによる財政分析として、代表的な指標（普通会計ベース）をお示しします。

○社会資本形成の世代間負担比率

社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成比率を算定するもので、資産形成がこ

れまでの世代によってどれだけ負担されているかを見ることができます。この比率が高いほど少ない負

債で社会資本整備を進めてきたことを意味し、将来世代の負担が少ないといえます。

平成21年度の指標において、総務省方式改訂モデルで作成し、公表している41道府県中、高い方

から29番目です（滋賀県56.9%、41道府県平均58.6％）。

社会資本形成の過去および現世代負担比率

純資産合計(A) 公共資産合計(B) 比率(A/B)

平成 22 年度 11,261 億円 21,746 億円 51.8%

平成 21 年度 12,489 億円 21,960 億円 56.9%

平成 20 年度 12,848 億円 22,124 億円 58.1%

また、地方債残高に着目し、将来返済しなければならない、いわば今後の世代によって負担する比率

を見ることができます。この比率が低いほど将来世代の負担が少ないといえます。

年々、地方債残高が増加する一方で、減価償却により公共資産は減少していることから、将来世代の

負担比率は年々高くなっています。

平成21年度の指標において、総務省方式改訂モデルで作成し、公表している40道府県中、低い方

から26番目です（滋賀県44.3%、40道府県平均43.6％）。

社会資本形成の将来世代負担比率

地方債残高(A) 公共資産合計(B) 比率(A/B)

平成 22 年度 10,057 億円 21,746 億円 46.2%

平成 21 年度 9,734 億円 21,960 億円 44.3%

平成 20 年度 9,351 億円 22,124 億円 42.3%

※「地方債残高」は、固定負債の「地方債」、流動負債の「翌年度償還予定地方債」、社会資本形成の財源としての「長期未払金」

および「未払金」の合計額です。

○歳入額対資産比率

歳入総額に対する資産の比率を算定するもので、形成された資産に何年分の歳入が充当されたかを見

ることができます。この数値が大きいほど、社会資本整備が進んでいると考えられます。

減価償却による公共資産の減少等により資産額が年々減少していることから比率は低くなっています。

平成21年度の指標において、総務省方式改訂モデルで作成し、公表している40道府県中、高い方

から23番目です（滋賀県4.68、40道府県平均4.63）。
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資産合計(A) 歳入総額(B) 比率(A/B)

平成 22 年度 23,770 億円 5,192 億円 4.58

平成 21 年度 24,715 億円 5,279 億円 4.68

平成 20 年度 24,733 億円 5,009 億円 4.94

※「歳入総額」は、資金収支計算書の各部の収入合計の総額に期首歳計現金残高を加算して算出しています。

○受益者負担比率

行政コスト計算書における経常行政コストに対する経常収益の比率を算定するもので、行政サービス

に対する受益者の負担比率を見ることができます。

平成22年度は、公立高等学校の授業料無償化等により使用料・手数料が減少し、経常収益が大幅に

減少したことから比率は低くなっています。

平成21年度の指標において、総務省方式改訂モデルで作成し、公表している41道府県中、高い方

から29番目です（滋賀県2.9%、40道府県平均3.1％）。

経常収益(A) 経常行政コスト(B) 比率(A/B)

平成 22 年度 88 億円 4,051 億円 2.2%

平成 21 年度 115 億円 4,034 億円 2.9%

平成 20 年度 111 億円 4,429 億円 2.5%

○行政コスト対税収等比率

純経常行政コストに対する一般財源等の比率を算定するもので、行政コストから受益者負担分を除い

た純経常行政コストが、どれだけ当年度の負担（地方税、地方交付税等）で賄われたかを見ることがで

きます。比率が100％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ資産が蓄積されたか、翌年度以降

へ引き継ぐ負担が軽減されたことを表し、逆に比率が100％を上回っている場合は、過去から蓄積した

資産が取り崩されたか、翌年度以降へ引き継ぐ負担が増加したことを表します。

平成21年度の指標において、総務省方式改訂モデルで作成し、公表している40道府県中、最も高

くなっています（滋賀県123.8%、40道府県平均113.5％）。これは、純経常行政コストが低い方

から11番目と比較的上位であるのにかかわらず、地方交付税などの受入財源が、全国で6番目に少な

いことが要因と考えられます。

純経常行政コスト(A) 一般財源＋補助金等受入(B) 比率(A/B)

平成 22 年度 3,963 億円 3,350 億円 118.3%

平成 21 年度 3,919 億円 3,165 億円 123.8%

平成 20 年度 4,318 億円 3,296 億円 131.0%

※「純経常行政コスト」は、行政コスト計算書、「一般財源」および「補助金等受入」は純資産変動計算書の数値を使用します。


